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インドにおけるエコ立憲主義

環境権、司法の積極主義、
および市民社会の役割



・エコ立憲主義は、環境保護を憲法の枠組みに組み込むことである。

・インドは、司法積極主義と市民参加を通じて、独自のモデルを発展させてきた。

はじめに



憲法上の価値としての環境

概念的枠組み

世代間の公平性

権利を有する主体としての自然

国家の説明責任と環境正義



憲法上の枠組み

・第48A条：国は環境を保護しなければならない

・第51条A(g)：国民の義務 

・第21条は、清潔な空気、水、および生態系の均衡を含むものと解釈される



法理的枠組み

公益訴訟

第21条の解釈の拡張

主要な法理

継続的な義務履行命令

- 公共信託

- 汚染者負担

- 予防原則

- 持続可能な開発

- 絶対的責任



画期的な判例１

自動車排出ガスによる大気汚染 (1991-2001)

ケンドラ対ウッタラプラデシュ州（1985）

M.C. メータ - ガンジス川汚染 (1988)

オレウムガス漏洩（1987）

環境法関連法的措置（1996）



ヴェロア市民フォーラム（1996）

画期的な判決２

ゴダバルマン対インド連邦政府他（1995~）

サブハシュ・クマル対ビハール州（1991）

カマル・ナート環境汚染訴訟（1997）

ナルマダ川を救う運動（2000）

A.P.汚染規制委員会 対. ナユドゥ（1999）



2010年設立

主な判決：
- 採掘規制

- 河岸保護

環境原則を迅速かつ専門的に適用

- ディーゼル車の規制

環境を専門とする裁判所

国立グリーン裁判所（NGT）



市民社会の役割

・MC・メータ氏による先駆的な訴訟
・運動：チプコ、ナルマダ川、サイレント・バレー
・訴訟当事者、監視者、教育者としてのNGO
・環境ガバナンスへの市民参加



課題と今後の展望

解決策：

課題：
- 規制の薄まり

- 執行のギャップ

- 気候変動

- 自然と将来世代の権利の認知

- NGTと関連機関の強化

- 環境教育の拡大



結論

・インド憲法は現在、自然環境の声を代弁している。
・司法、市民社会、ロースクールは環境正義を擁護しなければならない。
・より緑豊かな将来は、憲法上想定されたものであり、民主主義に必要不可欠である。




